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東日本大震災復興支援委員会運営要綱（平成 23 年 10 月５日日本学術会議第 138 回幹事会決定）の一部を次のように改正する。次表に

より、改正前欄に掲げる規定をこれに対応する改正後欄に掲げる規定の傍線を付した部分のように改める。 
改 正 後 改 正 前 

（略） 

（分科会） 

第４ 委員会に、次の表のとおり分科会を置く。 

分科会 調査審議事項 構成 設置期限 

（略） （略） （略） （略） 

災害に対するレジ

リエンスの構築分

科会 

 

災害に対するレジ

リエンスの構築及

び今後の社会のあ

り方の審議に関す

ること 

会長及び副会長

（日本学術会議会

則第５条１号担

当）並びに 30 名以

内の会員又は連携

会員 

平成 26 年 9

月 30 日 

 

（略） （略） （略） （略） 

 

（略） 

（略） 

（分科会） 

第４ 委員会に、次の表のとおり分科会を置く。 

分科会 調査審議事項 構成 設置期限 

（略） （略） （略） （略） 

災害に対するレジ

リエンスの構築分

科会 

 

災害に対するレジ

リエンスの構築及

び今後の社会のあ

り方の審議に関す

ること 

会長及び副会長

（日本学術会議会

則第５条１号担

当）並びに 20 名以

内の会員又は連携

会員 

平成 26年 9月

30 日 

 

（略） （略） （略） （略） 

 

（略） 

附 則 
 この決定は、決定の日から施行する。

資
料
５
－
別
添
１

 

（
提

案
１

）
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○委員の決定（追加 ２件） 

 

（東日本大震災復興支援委員会 災害に対するレジリエンスの構築分科会） 

氏  名    所  属  ・  職  名 備  考 

小松 利光 
九州大学特命・名誉教授、九州大学大学院工

学研究院環境都市部門教授 
第三部会員 

氷見山 幸夫 北海道教育大学教育学部教授 第三部会員 

井上 正康 
大阪市立大学教授・宮城大学理事・副学長（震

災復興担当） 
連携会員 

岩田 修一 事業構想大学院大学教授 連携会員 

小川 彰 岩手医科大学学長 連携会員 

笠井 清登 東京大学大学院医学系研究科精神医学教授 連携会員 

木下 勇 千葉大学園芸学部教授 連携会員 

木村 清孝 鶴見大学学長 連携会員 

島内 英俊 
東北大学大学院歯学研究科教授、東北大学病

院副病院長 
連携会員 

髙野 健人 東京医科歯科大学大学院医学系研究科教授 連携会員 

寳木 和夫 
産業技術総合研究所セキュアシステム研究

部門副研究部門長 
連携会員 

利島 保 
広島大学名誉教授、広島大学医歯薬保健学研

究院特任教授 
連携会員 

直井 優 大阪大学名誉教授 連携会員 

西尾 チヅル 筑波大学大学院ビジネス科学研究科教授 連携会員 

仁平 義明 白鴎大学教育学部教授 連携会員 

馬渡 駿介 北海道大学名誉教授 連携会員 

野城 智也 東京大学生産技術研究所教授 連携会員 

矢野 栄二 
帝京大学医学部衛生学公衆衛生学講座主任

教授 
連携会員 

山本 あい子 兵庫県立大学地域ケア開発研究所所長・教授 連携会員 
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（東日本大震災復興支援委員会 エネルギー供給問題検討分科会） 

氏  名    所  属  ・  職  名 備  考 

橘川 武郎 一橋大学大学院商学研究科教授 連携会員 
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原子力利用の将来像についての検討委員会運営要綱（案） 

 

平 成 2 4 年  月  日  

日本学術会議第 回幹事会決定  

（設置） 

第１ 原子力利用の将来像についての検討委員会（以下「委員会」という。）は、

日本学術会議会則第 25 条に基づく委員会として幹事会に附置する。 

 

（任務） 

第２ 委員会は、原子力発電を含む原子力の平和利用に対する現在の考え方を

総括し、現代的課題について学術的観点から審議する。 

 

（組織） 

第３ 委員会は、会長、副会長、各部の部長及び会長の指名する会員又は連携

会員をもって組織する。 
 
（設置期限） 
第４ 委員会は、平成 26 年 9 月 30 日まで置かれるものとする。 
 

（庶務） 

第５ 委員会の庶務は、事務局参事官（審議第二担当）において処理する。 

 

（雑則） 

第６ この要綱に定めるもののほか、議事の手続その他委員会の運営に関し必

要な事項は、委員会が定める。 

 

   附 則 

 この決定は、決定の日から施行する。 

 

  

 

（提案２）

【差替】
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幹事会附置委員会の設置について 
委員会名：原子力利用の将来像についての検討委員会 

１ 委員の 
構成 

委員会は、会長、副会長、各部長及び会長の指名する会員又は連携会

員をもって組織する。 
２ 設置目的 2011 年 3 月、東京電力福島第一原子力発電所の事故が発生し、福島

県民をはじめ多くの国民は我が国の原子力政策のあり方に疑問を持つ

ようになった。日本学術会議は、原子力利用の３原則として民主・自主・

公開を 1954 年に提起するなど、原子力に関連する多くの意思表出を行

い原子力の平和利用推進に深く関わってきた。しかし、近年は原子力利

用に関する意思表出は少ない。 
このような状況の下、日本学術会議では、原子力発電の安全性、ひい

てはエネルギー供給のあり方の議論に活かすため、国会、政府、民間の

３事故調の委員長を招き、学術フォーラム「原発事故調査で分かったこ

と－学術の役割と課題－」を開催した。また、同様のテーマでの国際会

議の開催や、高レベル廃棄物処理に関する回答その他関連の審議を進め

ている。それらを踏まえて、国民世論との関係に配意しつつ原子力平和

利用の安全性を中心として以下を主要事項とした検討を行う。 
A. 原子力発電の安全性の検討 
A-1. 事故は起こりうるという前提に立った原子力発電所の安全管理

（体制ならびに基準）ならびに社会的費用便益の評価 
A-2. 新設あるいは定期点検原発再稼動に関わる安全基準とその実現可

能性 
A-3 他国における原子力安全対策及び原子力発電に関わる政府の方針

A-4 原子力発電と国民世論との関係の検討 
B. 発電以外の原子力の平和利用の展望と安全性の検討 
B -1. 発電以外の原子力の平和利用の展望と安全性 
B-2. 発電以外の原子力の平和利用と国民世論との関係の検討 
C. 原子力に関連する学術の将来展望と人材育成 
 日本学術会議の歴史を踏まえた、原子力発電、そして原子力の平和利

用に対する現在の考え方を総括するとともに、これらの課題に対する学

術的観点からの検討結果を国民ならびに世界に示す。 

３ 審議事項 原子力発電を含む原子力の平和利用に関する、安全性を中心とした学

術的観点からの検討、原子力利用の将来像に対する考え方及び国民世

論との関係の総括 
４ 設置期間 時限設置 平成 24 年 9 月 21 日～平成 26 年 9 月 30 日 

常設 
５ 備 考  

 

【差替】
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選考委員会運営要綱（平成１７年１０月４日日本学術会議第１回幹事会決定）の一部を次のように改正する。 

次の表により、改正前欄に掲げる規定をこれに対応する改正後欄に掲げる規定の傍線を付した部分のように改める。 

改 正 後 改 正 前 

 

（組織） 

第１ 選考委員会（以下「委員会」という。）は、会長、副会

長及び各部の４名（うち１名は役員とする。）以内の会員を

もって組織する。 

 

 

（組織） 

第１ 選考委員会（以下「委員会」という。）は、会長及び副

会長（日本学術会議会則第５条第１号担当）及び各部の４名

（うち１名は役員とする。）以内の会員をもって組織する。 

 

   附 則 

 この決定は、決定の日から施行する。

（
提

案
３

）
 



別表第１ 別表第１

分野別委員会 調査審議事項 構成 備考 分野別委員会 調査審議事項 構成 備考

（略） （略） （略） （略） （略） （略）

（略） （略） （略） （略） （略） （略）

ロボット学の諸様相、そ
の学術的枠組及び解決
すべき問題や方向性等
に関すること

１５名以内の
会員又は連
携会員

ロボット学の諸様相、そ
の学術的枠組及び解決
すべき問題や方向性等
に関すること

１５名以内の
会員又は連
携会員

機械工学委員会・ロ
ボット学分科会災害
対応ロボット検討小
委員会

・原子力事故対応ロボッ
トの在り方に関すること
・災害対応ロボットの在り
方に関すること

２４名以内の
会員、連携会
員又は会員
若しくは連携
会員以外の
者

設置期間：
平成24年9
月21日～平
成25年9月
30日

（略） （略） （略） （略） （略） （略）

（略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略）

附則
この決定は、決定の日から施行する。

機械工学委員会ロボッ
ト学分科会

　分野別委員会運営要綱（平成２３年９月１日日本学術会議第１３３回幹事会決定）の一部を次のように改正する。次表により、改正前欄に掲げる規定の傍線を付した
部分をこれに対応する改正後欄に掲げる規定の傍線を付した部分のように改める。

改　　正　　後 改　　正　　前

分科会等 分科会等

（略） （略）

（略） （略）

（新規設置）

機械工学委員会

（略） （略）

（略）（略） 機械工学委員会

機械工学委員会ロボット
学分科会

（
提

案
４
）
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機械工学委員会ロボット学分科会小委員会の設置について 
 
小委員会名：災害対応ロボット検討小委員会 
１ 所属委員会名

（ 複 数 の 場 合

は、主体となる

委 員 会 に ○ 印

を付ける。） 

機械工学委員会 

２ 委員の構成 24 名以内の会員、連携会員又は会員若しくは連携会員以外

の者 
３ 設 置 目 的 ロボット学分科会では、平成 23 年４月 13 日に、東日本

大震災に対応する第五次緊急提言として「福島第一原子力

発電所事故対策等へのロボット技術の活用について」を出

すなど、災害対応ロボットに関して情報発信をおこなって

きた。その一方で、原子力発電所事故対応、震災からの復

興が喫緊の社会的課題となっている。 

本ロボット学分科会の小委員会では、このような状況に

鑑み、上記提言を受けたフォローアップとともに、長期的、

国際的視点にたった将来の災害対応ロボットのあるべき姿

を明らかにする。 
４ 審 議 事 項 ･原子力事故対応ロボットの在り方 

･災害対応ロボットの在り方 
 
 
 

５ 設 置 期 間 時限設置 平成 24 年 9 月 21 日～平成 25 年 9 月 30 日 
常設 

６ 備    考 ※ 新規設置 
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○委員の決定（追加６件） 

 

（ 社会学委員会 社会変動と若者問題分科会 ） 

氏   名 所  属  ・  職  名 備  考 

直井 道子 桜美林大学大学院老年学研究科客員教授 連携会員 

 

（ 心理学・教育学委員会 心の先端研究と心理学専門教育分科会 ） 

氏   名 所  属  ・  職  名 備  考 

岡ノ谷 一夫 東京大学大学院教授 連携会員 

 

（ 臨床医学委員会 放射線防護・リスクマネジメント分科会 ） 

氏   名 所  属  ・  職  名 備  考 

神谷 研二 広島大学原爆放射線医科学研究所教授 連携会員 
 

（化学委員会・総合工学委員会・材料工学委員会合同 触媒化学・化学工学分

科会） 
 氏   名    所  属  ・  職  名  備  考 

細野 秀雄 東京工業大学フロンティア研究機構教授 第三部会員 

 
（ 土木工学・建築学委員会 ） 
 氏   名    所  属  ・  職  名  備  考 

浅見 泰司 東京大学空間情報科学研究センター長・教授 連携会員 

 

（ 土木工学・建築学委員会 土木工学・建築学企画分科会 ） 
 氏   名    所  属  ・  職  名  備  考 

小池 俊雄 東京大学大学院工学系研究科教授 連携会員 

 

 

【小委員会】 

○委員の決定（新規１件） 

 

（ 機械工学委員会 ロボット学分科会 災害対応ロボット検討小委員会 ） 

氏   名 所  属  ・  職  名 備  考 

新井 民夫 芝浦工業大学工学部機械工学科教授 第三部会員 
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池内 克史 東京大学大学院情報学環教授 連携会員 

川村 貞夫 立命館大学理工学部ロボティクス学科教授 連携会員 

佐藤 知正 東京大学大学院情報理工学系研究科教授 連携会員 
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科学・技術のデュアルユース問題に関する検討委員会設置要綱（平成２３年１１月１６日日本学術会議第１４０回幹事

会決定）の一部を次のように改正する。次表により、改正前欄に掲げる規定の傍線を付した部分をこれに対応する改正後

欄に掲げる規定の傍線を付した部分のように改める。 
改 正 後 改 正 前 

（略） 
第３ （略） 
 
（設置期限） 

第４ 委員会は、平成２４年１２月３１日まで置かれるものとする。

 

第５ （略） 

 

（略） 
第３ （略） 
 
（設置期限） 

第４ 委員会は、平成２４年９月３０日まで置かれるものとする。 

 

第５ （略） 

 
 
附 則 
 この決定は、決定の日から施行する。 

（
提

案
５

）
 



12 
 

 

期末における提言等の集中の回避について 

 
 
 
１．現状及び問題点  

 

 日本学術会議においては、分野別委員会・分科会等からの意思の表出（提言、

報告など）の取扱いに関し、幹事会への付議や、事前の査読が、期末に集中し、

幹事会が長時間に及ぶこともしばしばであった。 
 本来、日本学術会議の「意思の表出」は、①提言者の強い意欲と見識に基づ

き、②十分な査読・検討を経て、③効果的に政府、報道関係者、国民等に公表

され、社会に影響を与えるにふさわしい、質の高い提言・報告等であることが

望まれる。しかし、現状は、期限に追われ、余裕をもって作成・査読されるこ

ともなく、単なる実績づくりとすら受け止められる状況もある。 
 このような状況を改革するためには、単なる関係者への注意喚起に止まらず、

期末集中を回避するための何らかのルール作りが必要である。 
 
 
２．改善策  

 
● 期末の約半年前を期限として、事務局への提言等の「完結した案文」提

出を義務付ける。その後、約３～４ヶ月かけて、幹事会に順次、付議して

いく。 
期限までに提出の無かったものは幹事会に付議しないこととする。 

 
● 意思の表出の「予定登録表」を、全ての委員会・分科会に事務局から定

期的に照会する。 
 
 

３．規程の改正  

 

 「日本学術会議分野別委員会及び分科会等について」（平成 20 年 10 月 23 日

第 67 回幹事会決定）に、所要の規定を盛り込む。

（提案６）

【差替】
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日本学術会議分野別委員会及び分科会等について（平成 20 年 10 月 23 日第 67 回幹事会決定）の一部を次のように改正する。次表により、改

正前欄に掲げる規定の傍線を付した部分をこれに対応する改正後の欄に掲げる規定の傍線を付した部分のように改める。 
改 正 後 改 正 前 

 

Ⅴ 分野別委員会又は分科会の提言及び報告等について 

 

                 （略） 

 

  ③ 意思の表出の発出予定について、事務局から委員会等の委員長に対し、

定期的に照会がありますので、該当する場合には、照会時の「予定登録表」

に必ず記入し、提出してください。 

 

  ④   （略） 

 

⑤   （略） 

 

  ⑥ 報告書等の案は、幹事会開催日の 2 週間前までに幹事会構成員に事前送

付して一読していただくとともに、意見があった場合には調整をしていた

だきますので、承認を得る幹事会の 3 週間前までに事務局まで完結した案

文を必ず御提出ください。当該期限までに提出が間に合わない場合は、次

回以降の幹事会での審議となります。 

ただし、期末における集中を回避し、幹事会での十分な審議期間を確保

するため、報告書等の案は、最終的に遅くとも平成 26 年 4 月 30 日までに

事務局まで完結した案文を御提出ください。当該最終期限までに提出がな

かった場合は、幹事会に付議できないことがありますので御留意ください。

 

⑦   （略） 

 

 

Ⅴ 分野別委員会又は分科会の提言及び報告等について 

 

                 （略） 

 

 

 

 

 

  ③   （略） 

 

④   （略） 

 

  ⑤ 報告書等の案は、幹事会開催日の 2 週間前までに幹事会構成員に事前送

付して一読していただくとともに、意見があった場合には調整をしていた

だきますので、承認を得る幹事会の 3 週間前までに事務局まで案文を必ず

御提出ください。当該期限までに提出が間に合わない場合は、次回以降の

幹事会での審議となります。 

 

 

 

 

 

⑥   （略） 

 

附則 

この決定は、決定の日から施行する。 

 

  

【
差

替
】
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部及び課題別委員会による勧告・要望・声明・提言・報告の作成手続きに関するガイドライン（平成１９年５月２４日日本学術会議第３８回

幹事会決定）の一部を次のように改正する。次表により、改正前欄に掲げる規定をこれに対応する改正後欄に掲げる規定の傍線を付した部分の

ように改める。 
改 正 後 改 正 前 

（略） 
６．（略） 
 
（別図）勧告・要望・声明・提言・報告の査読のフロー図 

（略） 
６．（略） 
 
（新設） 

 
附 則 
 この決定は、決定の日から施行する。 

 
  

（
提

案
７

）
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勧告・要望・声明・提言・報告の査読のフロー図 

（課題別委員会の場合） 
 
 

科学と社会委員会            事務局             課題別委員会 
 
 

  

 
査読委員←科学と社会委員長 
③査読 →④査読とりまとめ 

草案作成者への助言

 
    ⑦幹事会に対して 

文書の位置付けの 
変更あるいは 
採択／不採択の勧告 

②日本語表記確認 
事務局課題別担当・総括担当

審議第二（第一） 
【学術調査員・職員】 

 
 

⑥助言と改訂の対照確認 
 
 

①完結した草案作成※ 
課題別委員会委員長 
又は同分科会委員長 
 
 
 

⑤助言を遵守した 
改訂稿作成 

←

 
 
 
 
←

幹事会 

↓ ※なお、完結した草案でないもの

は受領しない場合がある。 

←

→

 
 
 
←

（別図） 
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○地区会議の構成員の変更について 
 
  
 

氏 名 旧所属地区 新所属地区 備考 

山岸 俊男 北海道地区 関東地区 第一部会員 

中嶋 英雄 近畿地区 中部地区 第三部会員 

盛山 和夫 関東地区 近畿地区 連携会員 

前多 敬一郎 中部地区 関東地区 連携会員 

堀田 知光 関東地区 中部地区 連携会員 

 
 
【参考】 
●日本学術会議地区会議運営要綱（抄） 
（各地区の構成員） 
第５ 前項「第４」で挙げた各地区の構成員は、原則として当該地区に勤務地

（勤務地がない場合は居住地）を有する会員及び連携会員とする。ただし、

会員又は連携会員は、申し出により、科学者委員会及び幹事会の議を経て、

所属地区を変更することができる。 

（提案９）  
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公開シンポジウム 
日本の国際政治学――学会のあり方と学問のあり方の開催について 

 

 

１．主 催：日本学術会議政治学委員会国際政治分科会、（財）日本国際政治学

会 

 

２．日 時：平成２４年１０月１９日（金） 13:00～ 15:30 

 

３．場 所：名古屋国際会議場 

 

４．分科会等：開催予定 

 

５．開催趣旨： 

日本国際政治学会は、北米のInternational Studies Association などには

ない学際的な伝統を持つ。その学際的な伝統は、理論／歴史／地域／新争点の

四ブロックから成る部門構成に如実に表れている。具体的には、本学会は、 

年次研究大会の部会企画、学会誌『国際政治』の編集（とりわけ特集号のテー

マ設定）などにおいてブロック間のバランスに配慮してきた。ただ、このよう

な組織的な配慮は、会員数の持続的拡大は可能にしたものの、ブロック間の「対

話なき共棲」（要するに学会内別居）を生み出したに過ぎず、学問的成果は乏

しいとの声も聞こえる。はたして、学会が学際性を重視しブロック間バランス

に配慮するという自覚的選択を行った結果、日本の国際政治学はどのような特

色を有するに至ったのだろうか。あるいは、学会の組織的選択にもかかわらず、

結局のところ日本の国際政治学は、経済学の成果を些かのためらいもなく取り

入れたアメリカの政治学の成果を直接的に導入した「二重の輸入学問」の域を

出ないのだろうか。他方、日本をとりまく国際的な課題も依然として多く（東

日本大震災のような災害、原発事故、世界的な経済危機、エネルギーと環境、

人権など）、日本の国際政治学がこのような課題への対応に果たす役割への期

待も大きい。本シンポは、今日的な国際問題に日本の国際政治学はどのように

答えることができているのか、また日本国際政治学会はそのために十分な基盤

を提供できているのか（とりわけ、関連分野から触発されて、上記の役割 

を日本の国際政治学が十全に果たすことができているのか）を多面的に論じる

ことを主たる目的とするものである。このような問題意識は、日本の国際政治

学及び学会の将来を考える上で意義のあるものと考える。シンポは以下の三本

の報告から構成される。第一報告は、理論分野、第二報告は、歴史分野、第三

報告は、地域分野の会員が行い、現代的課題への対応についても具体的に討論

してもらう予定である。 

（提案 10）  
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６．次 第 

司会  古城 佳子（日本学術会議連携会員、東京大学大学院総合文化  

研究科教授） 

・報告 

石田 淳（東京大学 大学院総合文化研究科教授） 

「逆説と不合理の国際政治学――国際関係論における知の構図」 

 

  李 鍾元（早稲田大学大学院アジア太平洋研究科教授） 

「日本の国際政治学における理論と歴史」 

林 忠行（京都女子大学現代社会学部現代社会学科教授） 

「地域研究からみる日本国際政治学会」 

 

・討論 

大芝亮（日本学術会議連携会員、一橋大学大学院法学研究科教授） 

鈴木基史（日本学術会議連携会員、京都大学大学院法学研究科教授） 

 

７．関係部の承認の有無：第一部承認 
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公開シンポジウム「震災問題を考える」の開催について 

 

 

１．主 催：日本学術会議社会学委員会東日本大震災の被害構造と再建の道を探る

分科会、日本社会学会研究活動委員会 
 
２．日 時：平成２４年１１月３日（土）９：３０～１６：００ 

 

３．場 所：札幌学院大学 ２２０１教室 
 

４．分科会の開催：該当なし 

 

５．開催趣旨： 

  東日本大震災は、それまで日本社会に潜在していた多くの問題を浮かび上

がらせた。中でも重要な問題の一つは「社会と科学の関係」に関する問題で

ある。科学技術は、現代社会の発展を支える不可欠な要因になっている。と

同時に、現代社会の危機をもたらす潜在的な要因にもなっている。セッショ

ン 1 では、原発事故を中心に取りあげながら、リスク社会における社会と科

学の新しいあり方を模索する。今回の事故は、リスク論の視点からどのよう

に分析されるのか、逆に、従来のリスク社会論に対していかなる理論的な変

革を要請するのか。また、現代的なリスクに対処するうえでいかなる社会的

意思決定の仕組みが必要なのか、意思決定の過程で科学者はいかなる役割を

果たすべきなのか等々の問題を検討していきたい。 
  震災からの復興は、喫緊の課題であるが、適切な復興への取り組みを実現

するためには、被災の実態の正確な把握と、地域社会の将来と各人の生活設

計についての人々の見解や意向を正確に把握する必要がある。セッション２

では、「震災問題を考える」ことを目的として、社会学がこの震災・原発事故

問題にどのように答えうるのかを問うていく。ここではおもに現場で行われ

ている深みのある実証研究を並べ、この震災・原発事故の現場を歩いている

フィールドワーカーの知恵の結集を試みたい。そしてそこから原地再生へ向

けた社会学的知見の総合を目指していきたい。 
 

 

６．次 第： 

 

＜セッション１： リスク社会における「社会と科学の関係」＞   9:30～11:30  
 
9:30～9:40 趣旨説明 

コーディネーター 
正村俊之 （日本学術会議連携会員、東北大学大学院文学研究科教授) 

 
9:40～11:20 報 告 

松本三和夫 （東京大学大学院人文社会系研究科教授） 
「構造災の社会学」      

（提案 11）  
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小林傳司 （日本学術会議連携会員、大阪大学コミュニケーションデザイン・

センター教授）                           
      「トランスサイエンスと社会的意思決定」 
  小松丈晃 （北海道教育大学教育学部准教授）  

「3.11 以後の科学技術のリスク規制」       
大塚善樹 （東京都市大学環境情報学部教授） 

「内部被曝・低線量被曝のリスクとレジリエンス」 
金子勇 （北海道大学大学院文学研究科教授） 

「現段階の災害対策と環境研究の理解のために」 
  

11:20～11:30 まとめ                                                              
 
 ＜セッション２： 再建への課題と展望  ＞ 14:00～16:00 
 
14:00～14:10 趣旨説明 
 コーディネーター 

山下祐介（日本学術会議特任連携会員、首都大学東京都市教養学部准教授） 
 

14:10～15:50 報 告 
佐藤彰彦 （福島大学うつくしまふくしま未来支援センター復興計画支援部

門特任助教）  
「避難生活者の意識・行動の変容と政策過程に関する考察」 

  高木竜輔 （いわき明星大学人文学部現代社会学科准教授） 
「原子力災害からの地域再生は可能か」       

 山根純佳 （山形大学人文学部人間文化学科講師） 
「山形県母子避難者の生活の再編と支援」        

  宍戸邦章 （大阪商業大学総合経営学部公共経営学科准教授） 
「東日本大震災の影響を全国調査の結果から捉える」 

  稲場圭信（大阪大学人間科学研究科准教授） 
「東日本大震災における宗教者の関わり －仏教者の活動を事例と

して」       
 
15:50～16:00 結 び                                                          
 

７．関係部の承認の有無：第一部承認 
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公開シンポジウム「安全・安定な食糧生産に向けて農業のシステム化を考える」

の開催について 
 

 
１．主 催：日本学術会議農学委員会・食料科学委員会合同農芸化学分科会、 

（社）日本工学アカデミー 

 

２．共 催：（一社）バイオインダストリー協会、日本農学アカデミー 

 

３．日 時：平成 24 年 10 月 29 日（月）１３：００～１７：００ 

 

４．場 所：日本学術会議講堂 

 

５．分科会開催：開催予定  

 

６．開催趣旨： 

地球上の人工増加は著しく、食糧供給の危機が心配されている。特に地球

温暖化の影響もあり耕地面積の減少が指摘され、植物資源の枯渇が食糧供給量

の減少に繋がる危険性が考えられる。そこで、植物資源を確保する為には、気

候変動に強く、病害虫による被害が少ない食糧生産性の高い植物の育種が望ま

れる。このためには栽培技術や工学的技術の新展開も必要である。また、医薬

や生物活物質を組換え植物で生産することも重要なことになる。このためには

得られた新しい植物品種を工学技術を駆使した植物工場において大量に栽培

して品質管理、安全に配慮した管理を行い、もって目的物質の大量生産に導く

ことで新しい産業を起こすとともに、生産性の高い、厳密な管理の必要な作物

や機能性のある作物を生産することは、我が国の食糧供給にとり重要な役割を

演じるものと期待される。 

この技術を発展させる為には、1.基礎となる遺伝子組換え技術の安全性、

2.遺伝子組換え植物栽培の法規制、3.植物の大量栽培技術の開発、4.植物工場

における効率的且つ品質管理技術の開発などが課題として考えられる。また、

一般社会の遺伝子組換え植物に対する認知を広めることも重要である。 

以上の課題を解決して、新たなる植物栽培生産技術を開発する為には、日

本工学アカデミーを始めとする科学者、技術者の集まりの役割は大きい。本ア

カデミーに「安全・安定な食糧生産プロジェクト」を設置し、適切な提言を関

係機関、工業団体、研究者コミュニティに発信することは、アカデミーに期待

される任務と考える。上記の趣旨に沿った活動の第一回目のシンポジウムを企

画した。 

 

（提案 12）  
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７．次 第： 

13：00～13：10  

開会の挨拶 冨田房男（日本学術会議特任連携会員、北海道大学名誉教授） 

13：10～14：00 

  唐木 英明（日本学術会議連携会員、倉敷芸術科学大学学長） 

「食料生産の効率化と安全性の確保：消費者の理解を深めるには」 

 

14：00～14：50 

  松永 是（東京農工大学学長） 

「農工融合によるグリーン・クリーン食糧生産」 

14：50～15：00  休憩 

15：00～15：50 

  小島 正美（毎日新聞生活家庭部編集委員） 

「メディアから見た日本の農業問題：日本の農業はどうなるか？」 

15：50～16：50 

総合討論  

16：50～17：00 

閉会の辞 遠藤 勲（理化学研究所名誉研究員） 

 

８．関係部の承認の有無：第二部承認 
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サイエンスアゴラ２０１２の開催について 
 

 
１．主 催：独立行政法人科学技術振興機構、日本学術会議 

 

２．共 催：独立行政法人産業技術総合研究所、地方独立行政法人東京都立産

業技術研究センター、国際研究交流大学村、東京臨海副都心グループ 

 

３．後 援：内閣府、文部科学省、農林水産省、独立行政法人国立科学博物館、

独立行政法人日本学術振興会、独立行政法人理化学研究所、独立

行政法人宇宙研究開発機構、独立行政法人海洋研究開発機構、大

学共同利用機関法人自然科学研究機構国立天文台、公益財団法人

日本科学技術振興財団・科学技術館、ブルティッシュ・カウンシ

ル、東京都教育委員会、埼玉県教育委員会、神奈川県教育委員会、

千葉県教育委員会、全国中学校理科教育研究会、全国科学博物館

協議会、全国科学館連携協議会、公益社団法人日本技術士会 

 

４．日 時：平成２４年１１月１０日（土）～１１月１１日（日） 

 

５．場 所：日本科学未来館、産業技術総合研究所臨界副都心センター、東京

都立産業技術研究センター、および周辺区域 

 

６．分科会の開催：有（科学と社会委員会科学力増進分科会、地球惑星科学委

員会社会貢献分科会、高レベル放射性廃棄物の処分に関する検討委員会） 

 

７．開催趣旨：政策への国民参画の促進を視野に入れ、広く科学・技術に関わ

るコミュニケーション活動すべてを包含する「科学コミュニケ

ーション・オールジャパン」を体現する場を提供する。 

 

８．次 第：別紙の「日本学術会議提言「学術からの提言－いま、復興の力強

い歩みを－」シンポジウム」、「将来の科学人材育成から見た秋入学の是非」、

「科学・技術でわかること、わからないことＰａｒｔⅡ」、「地球に生きる素

養を身につけよう」、「討議：高レベル放射性廃棄物の処分はどうあるべきか！？」

の 5 つのセッションを開催する。 

 

  

（提案 13）  
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【将来の科学人材育成から見た秋入学の是非】 

開催日時：2012 年 11 月 10 日（土）10 時 30 分～12 時 

開催場所：日本科学未来館 7 階 イノベーションホール  

定  員：103 名（入退場自由） 

 

＜概 要＞： 

東京大学が提案した「秋入学」が話題となっている。これは、大学の国際化

と大学生の意識向上を意図したものとされているが、現時点では具体的にどの

ような効果が期待できるのかという検証がされないまま、イメージのみが先行

している感が否めない。ここでは、将来の日本にとって本質的となる科学・技

術人材の育成という観点から、この秋入学がどのような意味を持つのか、プラ

スとマイナスの両面から考察してみたい。 

 

＜プログラム＞（登壇者はいずれも予定、肩書きは現時点のもの） 

1．開会挨拶（5 分） 

須藤 靖（日本学術会議第三部会員、東京大学大学院理学系研究科物理学 

専攻教授） 

2．話題提供１（20 分） 

  「科学人材育成に対する秋入学のメリット」 

堀井 秀之（東京大学大学院工学系研究科教授） 

3. 話題提供２（20 分） 

「秋入学を超えて」 

金子 元久（日本学術会議第一部会員、筑波大学大学研究センター教 

授） 

4. パネル討論（40 分） 

  パネリスト：堀井 秀之（東京大学大学院工学系研究科教授） 

金子 元久（日本学術会議第一部会員、筑波大学大学研究セ

ンター教授） 

鈴木 清夫（筑波大学付属駒場高等学校数学科教諭） 

コーディネーター兼パネリスト： 

            須藤 靖（日本学術会議第三部会員、東京大学大学院理学系研

究科物理学専攻教授） 

5. 閉会挨拶（5 分） 

秋田 喜代美（日本学術会議第一部会員、東京大学大学院教育学研究科 

教授） 

 

 

  

別 紙 
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【科学・技術でわかること、わからないこと PartⅡ】 

開催日時：2012 年 11 月 10 日（土）13 時～14 時 30 分     

開催場所：日本科学未来館 7 階 イノベーションホール  

定  員：103 名（入退場自由） 

 

＜概 要＞： 

科学・技術に「絶対」はないことは、科学者や技術者にとっては自明のこと

だが、社会一般に広く浸透しているとは言いがたい。昨年の東日本大震災と東

京電力福島第一原子力発電所事故は、科学・技術と社会との関係を改めて問い

直す機会となり、残念なことに、我が国の科学・技術と科学者・技術者への信

頼を著しく損なうものとなった。同時に、予想しなかった事態に直面した時に、

科学者・技術者が適切に対応し、その行動を通して市民に信頼されるためには、

相当の努力を必要とすることも明らかになった。では、「科学・技術に絶対はな

い」という科学リテラシーの基本を社会に定着させ、科学・技術と社会の関係

に基づく新しい社会システムを構築していくためには、どうすればよいのだろ

う。本セッションでは、大震災から得られた教訓を踏まえて、社会全体の科学

リテラシーを高めるために学術会議として今後何を為すべきかを論じる。 

 

＜プログラム＞ 

1．開会挨拶（5 分） 

毛利 衛（日本学術会議連携会員、独立行政法人科学技術振興機構日本科学

未来館館長） 

2．話題提供１（20 分） 

  「食の安全・安心とリテラシー」 

唐木 英明（日本学術会議連携会員、倉敷芸術科学大学長） 

3. 話題提供２（20 分） 

  「くすり一錠に込められたサイエンス」 

高橋 秀依（帝京大学薬学部教授） 

4. パネル討論（45 分） 

  パネリスト： 毛利 衛（日本学術会議連携会員、独立行政法人科学技術振

興機構日本科学未来館館長） 

竹内 慎一（ＮＨＫ制作局 青少年・教育番組部チーフプロデ 

ューサ―） 

立川 雅司（日本学術会議連携会員、茨城大学農学部教授） 

コーディネーター兼パネリスト:  

室伏 きみ子（日本学術会議第二部会員、お茶の水女子大学  

大学院人間文化創成科学研究科教授） 
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【日本学術会議提言「学術からの提言－今、復興の力強い歩みを－」シンポジ

ウム】 

開催日時 ：2012 年 11 月 10 日(土) 15 時 30 分～17 時 

開催場所 ：日本科学未来館 7 階 みらい CAN ホール 

定  員： 300 名（入退場自由） 

 

＜概 要＞： 

日本学術会議東日本大震災復興支援委員会が平成 24 年 4 月 9 日に公表した復興

に向けた提言「二度と津波犠牲者を出さないまちづくり」、「被災地の求職者支

援と復興法人創設」、「放射能対策の新たな一歩を踏み出すために」、「災害廃棄

物の広域処理のあり方について」の紹介と参加者との議論により、これから何

ができるか、何をすべきか、について共通認識を持つことを目標とする。さら

に、提言の具体化に向けてどのように進めていくかについて議論を展開する。 

 

＜プログラム＞ 

1．開会挨拶（5 分） 

    小林 良彰（日本学術会議副会長、慶應義塾大学法学部客員教授） 

2．基調講演１（20 分） 

「日本学術会議からの提言」（仮題） 

大西 隆（日本学術会議会長、東京大学大学院工学系研究科都市工学 

専攻教授） 

3．話題提供（20 分） 

  「コミュニティの再生に向けて」（仮題） 

山川 充夫（日本学術会議第一部会員、福島大学うつくしまふくしま未来

支援センター長） 

4. パネル討論（40 分、会場との質疑応答を含む） 

  パネリスト：大西 隆（日本学術会議会長、東京大学大学院工学系研究科都

市工学専攻教授） 

山川 充夫（日本学術会議第一部会員、福島大学うつくしまふ 

くしま未来支援センター長） 

内堀 雅雄（福島県副知事） 

 滝田 恭子（読売新聞社科学部記者） 

コーディネーター:渡辺 政隆（日本学術会議連携会員、筑波大学教授） 

5. 閉会挨拶（5 分） 

    春日 文子（日本学術会議副会長、国立医薬品食品衛生研究所安全情

報部長） 

全体司会：柴田 徳思（日本学術会議連携会員、千代田テクノル株式会社大洗研

究所研究主幹） 
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【地球に生きる素養を身につけよう】 

開催日時 ：2012 年 11 月 11 日(日) 10 時 30 分～12 時 

開催場所 ：産業技術総合研究所臨海副都心センター本館 １１階 第二・三会

議室 

定  員： 72 名（入退場自由） 

 

＜概 要＞： 

大地震、津波、集中豪雨、突風・竜巻など、地球上に生きる、我々、地球人は、

活動的な地球によってさまざまな影響を被っている。激しく変化する自然現象

に対して、安全に立ち向かうためには、「地球に生きる素養を身につける」こと

が大切である。地球、そして身の回りにある自然を科学的に理解し、自然が引

き起こす影響を適切に予測しまた、予測の限界を知ったうえで行動できること

が、「地球に生きる素養」あるいは「教養」である。本講演会では、さまざまな

自然現象に対して、われわれがどう対処し、暮らすのか？ について紹介し、

参加者と議論する。 

 

＜プログラム＞ 

1．シンポジウムの趣旨説明 

北里 洋（日本学術会議第三部会員、独立行政法人海洋研究開発機構

海洋・極限環境生物圏領域領域長） 

2．2011.3.11 地震・津波に学ぶ 

入倉 孝次郎（日本学術会議連携会員、京都大学名誉教授） 

3．地盤災害と我々の暮らし 

千木良 雅弘（日本学術会議連携会員、京都大学防災研究所教授） 

4．水資源問題を考える  

益田 晴恵（日本学術会議連携会員、大阪市立大学大学院理学研究科教

授） 

5．エネルギー問題への取り組み  

松本 良（日本学術会議連携会員、東京大学名誉教授） 

6．住んでいる土地を知る  

熊木 洋太（日本学術会議連携会員、専修大学文学部教授） 

7．宇宙から地球を考える  

佐々木 晶（日本学術会議連携会員、大学共同利用機関法人自然科学

研究機構国立天文台水沢観測所教授） 
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【討議：高レベル放射性廃棄物の処分はどうあるべきか！？】 

開催日時 ：2012 年 11 月 11 日(日) 10 時 30 分～12 時 

開催場所 ：日本科学未来館 7 階 みらい CAN ホール 

定  員： 300 名（入退場自由） 

 

＜概 要＞： 

日本学術会議が平成 24 年 9 月 11 日に原子力委員会に回答した「高レベル放射

性廃棄物の処分に関する回答」を紹介し、パネルディスカッションを通じて高

レベル放射性廃棄物の処分に関する様々な見解を会場に提示し、その上で、会

場と意見交換を行う。 

会場にこられた方々の日本学術会議の回答に関する理解を深めるとともに、各

自が高レベル放射性廃棄物の処分問題を自らの課題として捉え、解決への道を

各々検討してもらう礎とする。 

 

＜プログラム＞ 

1．開会挨拶および基調講演（25 分） 

「高レベル放射性廃棄物の処分に関する回答」 

今田 髙俊（日本学術会議第一部会員：東京工業大学大学院社会理工 

学研究科教授） 

2．パネル討論（40 分） 

パネリスト：今田 髙俊（日本学術会議第一部会員：東京工業大学大学院社会理

工学研究科教授） 

        （原子力発電環境整備機構内で登壇者を調整中） 

山口 幸夫（特定非営利活動法人原子力資料情報室理事） 

鈴木 正憲（NHK 首都圏放送センターディレクター） 

コーディネーター: 

柴田 徳思（日本学術会議連携会員、千代田テクノル株式会社大  

洗研究所研究主幹） 

 

3. 会場との意見交換（20 分：パネリスト、コーディネーターはそのまま） 

 

4. 閉会挨拶（5 分） 

    山地 憲治（日本学術会議第三部会員：公益財団法人地球環境産業技

術研究機構(RITE) 理事・所長） 

 

全体司会：事務局審議第二 
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公開講演会「古典と伝統知」の開催について 
 

１．主 催：日本学術会議哲学委員会古典精神と未来社会分科会、地球システ

ム・倫理学会、比較文明学会 

２．後 援：京都大学こころの未来研究センター、京都府、京都市 

３．日 時：平成 24 年 11 月 18 日（日）１４：４０～１７：４０ 

４．場 所：京都大学稲盛財団記念館 3 階大会議室 

５．分科会：開催予定 

 

６．開催趣旨： 

 古典的な名著の熟読は、いつの時代にあっても諸学の重要な基礎となるはず

である。多くの先人たちが時代・地域の差異を超えて読み継ぎ、思索をめぐら

してきたテキストを、広義の「古典」と呼ぶならば、古典を読み継ぐ伝統は、

学術の発展と人類文化の繁栄にとって不可欠と思われる。ところが現実はどう

か。古典、古典的名著はますます読まれなくなってきている。ここには現代と

いう時代の特殊性が大きく関係しているだろう。西洋近代以来、進歩と革新を

旗頭とする科学・技術の進展は著しく、いまや経済成長・物的繁栄および市場

原理＝競争原理を主軸とするグローバルな潮流が加速度を増す中で、さまざま

な矛盾が露呈する時代状況にあるのではないか。旧弊を脱し、自由にものごと

を考え、新しい思考の地平を開いて、その成果を現実世界の中に役立てようと

する創意工夫・技術革新の営み（イノベーション）と引き換えに、営々と築い

てきた過去の伝統を、安易に切り捨ててよいだろうか。たとえば、新しいメニ

ューを開発して、さらに美味な食文化を開発しようとするチャレンジ精神と、

老舗の味を守り続ける地道な伝統保持の努力とは、いずれも互いにゆずれない

大切な意義を担っている。それと同じことが学術の世界、思想・文化の領域に

おいても言えるはずだ。過去から積み上げ、発展してきた知的、文化的伝統を、

おのおのが依って立つ時代と社会の中でその固有の意義を見直しつつ、未来世

代へと受け渡そうとする保持・継続の精神もまた、同じように大切にすべきで

ある。 

歴史と伝統の重みを、今ともに生きる時代と社会の中で受けとめ、未来社会

へと紡ぎつないでいく「古典精神」が持つ意義を考える一つの糸口として、世

界各地に息づく古典的テキスト（宗教聖典を含む）の研究において第一線で活

躍する学者たちが、それぞれの専門領域を踏まえて古典研究の今日的重要性を

あらためて問い直し、伝統知の継承・発展の未来社会的意義を論じ合う場を作

る必要があると考えて、本シンポジウムを企画した。 

 

７．次 第 

司  会 丸井 浩（日本学術会議会員、東京大学大学院人文社会系研究科教授） 

（提案 14）  
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14:40～14:45  挨拶と趣意説明 

服部英二（地球システム・倫理学会会長） 

 

第１部 報 告 

14:45～15:00「過去の聖賢への負債：過去から未来へと紡ぎだす知の営み」 

丸井 浩（日本学術会議会員、東京大学大学院人文社会系研究科教授） 

15:00～15:15  

宮本久雄（上智大学神学部教授） 

15:15～15:30「近代の思考の反省と伝統知：過去と未来を結ぶ古典の言葉」 

手島勲矢（日本学術会議連携会員、関西大学非常勤講師） 

15:30～15:45 

池田 修（元大阪外語大学学長） 

15:45～16:00「伝統知としての和の思想」 

井出 元（麗澤大学外国語学部教授） 

16:00～16:15 補足説明 

 

休 憩（15 分） 

 

第２部 コメントと討論 

16:30～16:50  コメント 

コメンテーター 鎌田東二（京都大学こころの未来研究センター教授） 

板垣雄三（東京大学名誉教授） 

 

16:50～17:40 総合討論（フロアーからの質問への回答を含む） 

司 会 鎌田東二（京都大学こころの未来研究センター教授）   

 

討議者 丸井 浩（日本学術会議会員、東京大学大学院人文社会系研究科教授） 

宮本 久雄（上智大学神学部教授） 

手島勲矢（日本学術会議連携会員、関西大学非常勤講師） 

池田 修（元大阪外語大学学長） 

井出 元（麗澤大学外国語学部教授） 

板垣 雄三（東京大学名誉教授） 

 

閉会挨拶 小島 毅（日本学術会議連携会員・古典精神と未来社会分科会委員

長、東京大学大学院人文社会系研究科教授） 

 

８．関係部の承認の有無：第一部承認 
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公開シンポジウム「タバコをやめれば笑顔が戻る」の開催について 
 

 

１．主 催：日本学術会議健康・生活科学委員会・歯学委員会合同脱タバコ社

会の実現分科会 

 

２．共 催：日本臨床医療福祉学会 

 

３．後 援：日本医歯薬アカデミー 

 

４．日 時：平成 24 年 11 月 24 日（土） １３：００～１４：５０ 

 

５．場 所：京都市左京区宝ケ池 国立京都国際会館 

 

６．分科会の開催：開催（12：00〜13：00） 

 

７．開催趣旨：脱タバコ社会の実現分科会は、平成 17 年 10 月の新生日本学術

会議誕生と共に発足以来毎年シンポジウムを開催することを念頭に次のような

活動を続けて参りました。平成 19 年 7 月、日本学術会議にて「脱タバコ社会の

実現のために」―エビデンスに基づく対策の提言―の開催し反響を呼びました。

同年 9 月には名古屋国際会議場において「脱タバコ社会を目指す」と題して市

民公開シンポジウムを開催。平成 18 年には、「脱タバコ社会の実現に向けて」

を日本学術会議から発信。平成 21 年には市民公開シンポジウム「タバコは愛す

る人を傷つける」の名のもとに開催し、神奈川県の受動喫煙防止条例を導きま

した。平成 23 年８月には日本臨床医療福祉学会からの誘いにより「予知して防

ぐタバコの害」と題し開催致しました。3 月の東北大震災による放射能被害にも

匹敵するタバコの害について喫煙全国第１位の熊本県において 300 人の聴衆に

訴えた成果は大でした。聴衆は若い男女が多くこれからの生活に役立つものと

信じております。今回も前年同様に日本臨床医療福祉学会の中で、脱タバコに

向けて市民公開シンポジウムを開催することと致しました。第 22 期副会長小林

良彰先生に基調講演をお願いし、喫煙率 12%を目指して積極的な活動を行う礎に

したいと考えております。 

８．次 第： 

司会 瀬戸 晥一 （日本学術会議連携会員・総合南東北病院口腔がん治療セン

ター長） 

13:00  開会                                      

ごあいさつ 

山田 啓二 (京都府知事・全国知事会会長 予定) 

（提案 15）  
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13:15～13:35 

 「受動喫煙防止の先進事例」 

   小林 良彰（日本学術会議副会長・慶應義塾大学法学部客員教授） 

 

13:35～13:55 

「タバコの健康影響－我々はどう取り組むか」 
   矢野 栄二（日本学術会議連携会員・帝京大学医学部衛生学公衆衛生 

学講座主任教授 ）  

 

13:55～14:15 

  「タバコフリー政策の国際潮流」 

   望月 友美子（日本学術会議特任連携会員・独立行政法人国立がん研究

センターがん対策情報センターたばこ政策研究部長） 

 

      14:15～14:35 

      「脱タバコ －歯科医療システム活用のインパクト－」                            

長尾 徹   (岡崎市民病院歯科口腔外科総括部長) 

 

14:35～14:50  

   総合討論 

 

閉会 司会者 

  

９．関係部の承認の有無：第二部承認 
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公開シンポジウム「日本の復興・再生に向けた産学官連携の新しいありかた」

の開催について 
 

 
１．主 催：日本学術会議総合工学委員会未来社会と応用物理分科会 

 

２．共 催：応用物理学会、内閣府総合科学技術会議、産業競争力懇談会（COCN） 

 

３．後 援：なし 

 

４．日 時：平２４年１１月２６日（月）１３：００～１７：００ 

 

５．場 所： 日本学術会議講堂 

 

６．分科会の開催：有（総合工学委員会未来社会と応用物理分科会） 

 

７．開催趣旨：2011 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災は、世界のサプライチ

ェーンにおける日本産業の位置づけを強く印象づけたものの、復

興・再生に向けて日本の総力を挙げた取組みの必要性を明らかにし

ている。おりしも、日本学術会議・総合工学委員会・未来社会と応

用物理分科会は、第 21 期の活動として「学術と産業を結ぶ基盤研究

および人材育成の強化―応用物理からの提言―」を取りまとめた

（2011 年 8 月 18 日）。そこで、提言にとりまとめた考え方を紹介す

るとともに、アカデミア、産業界が、科学技術政策の推進サイドと

一体となって今後の産学官連携のあり方を忌憚なく議論する場とし

て、シンポジウムを開催する。 

 

８．次 第： 

  13:00  開会挨拶 大西 隆（日本学術会議会長、東京大学大学院  

工学系研究科教授） 

    開会挨拶 小長井 誠（日本学術会議会員、東京工業大学大  

学院理工学系研究科教授） 

13:10  講演 

【講演１】「学術と産業を結ぶ基盤研究および人材育成の強化―応

用物理からの提言―」について 

  荒川 泰彦（日本学術会議会員、東京大学生産技術研究所教授） 

   【講演２】産業構造の変革に向けた新しい産学官連携のあり方 

  中村 道治（科学技術振興機構 理事長） 

（提案 16）  
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   【講演３】中小・ベンチャー企業の期待する今後の産学官連携 

  吉川 誠一（株式会社ＱＤレーザ会長） 

   【講演４】第 4 期科学技術基本計画における産学官連携の位置づけ 

  奥村 直樹（内閣府総合科学技術会議議員） 

  15:10-15:30   休憩  

15:30  パネル討論 

【討論主題】「イノベーションを支える産学官連携の課題」 

司会：渡辺 美代子（日本学術会議会員、株式会社東芝参事） 

 

パネラー：大野 英男（日本学術会議連携会員、東北大学電気通信

研究所教授） 

渡辺 久恒（日本学術会議連携会員、株式会社 EUVL 基盤

開発センター代表取締役社長） 

     進藤 秀夫（産業技術総合研究所企画本部副本部長）  

     米倉 実（筑波大学副学長） 

17：00 閉会挨拶 一村 信吾（日本学術会議会員連携会員、産業技術 

総合研究所副理事長） 

 

９．関係部の承認の有無：第三部承認 
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公開シンポジウム「原発災害による苦難と科学・学術の責任」の開催について 
 
 

１． 主催：日本学術会議哲学委員会 
２． 共催：日本哲学系諸学会連合、日本宗教研究諸学会連合 
３． 日時：平成 24 年 12 月 8 日（土）13：00～17：00 
４． 場所：日本学術会議講堂 
５． 委員会：哲学委員会及び分科会を開催予定 
６． 開催主旨 

東京電力福島第１原子力発電所の事故により、きわめて多くの人々が言葉に

は尽くせない苦難をこうむってきました。原発の周辺地域の住民の方々は着の

身着のままで移動せざるをえず､その後も不自由な生活を強いられ、帰宅の見通

しはほとんどたっていません。とりあえず移動の必要はなかった地域の方々も､

その後、放射線量が多いことが分かり、避難せざるをえなかった方々がおられ

ます。現地に留まった方々も、経済活動や日常生活を継続していく上で、はな

はだしい困難に直面せざるをえませんでした。とりわけ子どもたちをもった家

族の方々の苦難は大きいものがあります。さらにまた、原子炉を安定させ、関

連施設を機能させるために多くの作業員の方々が不便な状況の下、高い線量の

放射線を浴びて危険な作業にあたらざるをえませんでした。 

 こうした苦難を生んだ責任を問われるのは、まずは事故を起こし、安全のた

めの施策を十分にとってこなかった東京電力や政府でしょう。しかし、政治や

経済活動の当事者だけでなく、政治や経済活動のために専門的知識を提供して

きた科学・学術も当然ながらその責任を問われねばなりません。これまでも民

間、国会、政府等の事故調査委員会から報告書が出されていますが、科学･学術

の責任を問うという姿勢は目立たないものにとどまっています。しかし、この

度の原発事故や事故後の住民の安全のための対応は、多くの場合、科学者や専

門家の提示する情報に基づいてなされたものでした。原子力発電所の事故のリ

スクも放射性物質による健康被害のリスクも、それに対処するための情報の多

くは高度の科学技術を通して得なければならないものです。では、科学者や専

門家は適切な情報を提示してきたでしょうか。 

 多くの市民はそれを疑っています。科学者や専門家がリスクに関わる情報を

適切に提示し、とるべき対応策をとる方向に動いてこなかったのではないか。

こう考える人が少なくありません。では、どうしてそのような事態になってし

まったのでしょうか。こうした「信頼の危機」を克服していくためにはどのよ

うなことがなされなければならないのでしょうか。３．１１以来、科学･学術に

携わる者の中にはこうした問いに向き合ってきた者が少なくないはずです。そ

して、日本学術会議こそこうした問いに正面から取り組むべき組織にほかなり

ません。 

（提案 17）  



37 
 

このシンポジウムでは、原発災害が惹き起こした幾多の苦難に思いをいたし

つつ、原発災害に関わる科学･学術の責任を明らかにし、科学･学術が本来期待

される役割を果たすために、今後取るべき方策や、向かうべき方向をともに考

えていきたいと思います。 

 

７． 次第 
・司会：島薗 進（日本学術会議会員、哲学委員会幹事、東京大学大学院人文

社会系研究科教授） 
    八木絵香（大阪大学コミュニケーションデザイン・センター准教授） 
・開会挨拶：野家啓一（日本学術会議会員、哲学委員会委員長、東北大学大学

院文学研究科教授） 
・報告者：北村正晴（東北大学名誉教授） 
     戸田山和久（日本学術会議連携会員、名古屋大学大学院情報科学研

究科教授） 
     大庭 健（日本学術会議連携会員、哲学委員会幹事、専修大学文学

部教授） 
     藤垣裕子（日本学術会議連携会員、東京大学大学院総合文化研究科

教授） 
・閉会挨拶：西村清和（日本学術会議会員、哲学委員会副委員長、東京大学大

学院人文社会系研究科教授） 
 
８． 関係部の承認の有無：第一部承認 
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日本学術会議中国・四国地区会議主催講演会「マクロ科学とミクロ科学の連携：

宇宙と素粒子」の開催について 
 

 

１．主催：日本学術会議中国・四国地区会議、広島大学 

共催：日本学術協力財団 

２．日時：平成 24 年 12 月 8 日（土）14:00～17:30（予定） 

３．場所：広島国際会議場（予定）（広島市中区中島町１番５号） 

４．テーマ：「マクロ科学とミクロ科学の連携：宇宙と素粒子」 

５．プログラム 

14:00 開会挨拶：嘉門 雅史（日本学術会議会員・中国・四国地区会議代
表幹事、香川高等専門学校校長）(予定) 

        大西 隆（日本学術会議会長）（予定） 

14:15～ 講演： 

14:15   ①「天文学が切り開く新しい宇宙像」 

  観山 正見（日本学術会議会員、広島大学学長室特任教授） 

15:00   ②「素粒子論からみた宇宙」 

      村山 斉（日本学術会議連携会員、東京大学国際高等研

究所数物連携宇宙研究機構機構長・特任教

授） 

15:45 休憩 

16:00   ③「マルチバース：多数のユニバース」 

佐藤 勝彦（日本学術会議連携会員、自然科学研究機構

機構長） 

16:45   ④「高エネルギー宇宙物理」 

      深澤 泰司（広島大学教授）   

  17:30 閉会挨拶：嘉門 雅史（日本学術会議会員・中国・四国地区会議代

表幹事、香川高等専門学校校長）(予定) 

 

 
       

（提案 18）  
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日本学術会議中部地区会議主催講演会「生命科学・地球科学からのメッセージ」

の開催について 

 

 

１．主 催  日本学術会議中部地区会議（共催：岐阜大学） 
 
２．日 時  平成２４年１２月１４日（金）１３：００～１６：００ 
 
３．会 場  岐阜大学（岐阜市柳戸１－１） 
 
４．次 第 
 （１）13:00～13:10 開会挨拶 

岐阜大学長 森 秀樹 
 （２）13:10～13:20 主催者挨拶 
           巽 和行（日本学術会議中部地区会議代表幹事、 

名古屋大学物質科学国際研究センター長） 
 （３）13:20～13:30 科学者との懇談会活動報告 

丹生 潔（中部地区科学者懇談会幹事長）  
（４）13:30～15:55 学術講演会の演題及び演者 
         ・講演「 未 定 」 

      日本学術会議会長あるいは副会長（未定） 
・講演「山のでき方、こわれ方：付加体造山論と山体重

力変形地形」 
 小嶋 智（日本学術会議連携会員、岐阜大学工学部社

会基盤工学科地圏マネジメント工学教授） 
・講演「本格的な再生医療の時代はいつくるのか：幹細

胞を用いた細胞治療の実現化」 

             國貞 隆弘（岐阜大学医学系研究科・医学部 大学院医

学系研究科再生医科学専攻再生分子統御学

講座組織・器官形成分野教授）  

（５）16:00     閉会挨拶 

          小見山 章（岐阜大学学術研究・情報担当理事）  

（提案 19）  
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公開シンポジウム「iPS 細胞研究の創薬への応用」の開催について 
 

 

１．主 催：日本学術会議薬学委員会生物系薬学分科会 

 

２．共 催：日本薬学会 

 

３．日 時：平成 25 年 1 月 11 日（金） 13：00-17：00 

 

４．場 所：日本学術会議講堂 

 

５．分科会の開催：開催（同日 12：00-13：00） 

 

６．開催趣旨： 

 2006 年に初めて公表された iPS 細胞は、再生医療を実現するために重要な役

割を果たすことが期待されている。その一方で、iPS 細胞は、患者由来の細胞を

利用した薬効や治療効果の評価、および安全性や毒性の評価の手段としても重

要視されており、新薬開発の加速が期待されている。本シンポジウムでは、「iPS

細胞研究の創薬への応用」に焦点を当て、本研究領域の第一線で活躍されてい

るエキスパートにご講演いただく。研究の現状や今後の課題と研究支援などに

関して、多様な視点から解説していただくことによって、進境著しい iPS 細胞

研究が創薬において果たすべき今後の役割と将来への展望が鮮明になることを

期待したい。 

 

７．次 第： 

13:00—13:10 開会の挨拶  

 清木 元治（日本学術会議第二部会員、東京大学医科学研究所教授） 

 西島 正弘（日本学術会議連携会員、日本薬学会会頭、昭和薬科大学特任教

授） 

 

座長：中山 和久（日本学術会議連携会員、京都大学大学院薬学研究科教授） 

13:10—13:40 青井 貴之（京都大学iPS細胞研究所 基盤技術研究部門教授） 

 「iPS 細胞研究の現状と課題」 

13:40—14:10 水口 裕之（大阪大学大学院薬学研究科・教授 

    独立行政法人医薬基盤研究所幹細胞制御プロジェクト・チーフプロジ

ェクトリーダー） 

 「ヒト iPS 細胞から肝臓細胞への分化誘導の現状と毒性評価系への応用」 

（提案 20）  
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14:10—14:40 服部 文幸（アスビオファーマ株式会社 探索第二ファカルティ・

主任研究員） 

 「iPS 細胞を活用した心臓再生医療と創薬応用に向けた現状と今後」 

14:40—15:05 金村 米博（独立行政法人国立病院機構 大阪医療センター  

   臨床研究センター先進医療研究開発部 再生医療研究室・室長） 

 「ヒト iPS 細胞由来神経系細胞を応用した薬物安全性評価システムの開発」 

 

15:05—15:20 休憩 

座長：土井 健史（日本学術会議連携会員、大阪大学大学院薬学研究科教授） 

15:20—15:50 細谷 昌樹（武田薬品工業株式会社 医薬研究本部 先端科学研究

所・主席研究員） 

 「医薬品の研究開発における iPS 細胞の利用」 

15:50—16:15 林 秀也（京都大学 iPS 細胞研究所 副所長・特定拠点教授） 

 「iPS 細胞研究の創薬への応用：研究支援者の立場から」 

16:15—16:45 小島 肇（国立医薬品食品衛生研究所安全性生物試験研究センター

日本動物実験代替法評価センター事務局事務局長） 

 「iPS 細胞を用いた安全性評価試験が行政的に受け入れられるために」 

16:45—17:00 まとめ：入村 達郎（日本学術会議連携会員、東京大学大学院薬学

系研究科・教授） 

 

８．関係部の承認の有無：第二部承認 
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第 59 回構造工学シンポジウムの開催について 
 

 
１．主 催：日本学術会議土木工学・建築学委員会 

 

２．共 催：(一社)日本建築学会、(公社)土木学会 

 

３．後 援：該当無し 

 

４．日 時：平成２５年４月２０日（土）～２１日（日）９：００-１８：００ 

 

５．場 所：  

  東京工業大学 大岡山キャンパス（東京都目黒区大岡山２－１２－１） 

 

６．分科会の開催： 該当無し 

 

７．開催趣旨： 

構造工学シンポジウムでは、主として土木構造・建築構造物にかかわるす

べての工学技術について、目的・方法・結論等の明記された、理論的または

実証的な研究論文、あるいは新しい知見を含み学術的に価値の高い、特色の

ある資料・調査・計画・実験・施工等、構造工学の発展に寄与すると考えら

れる論文の募集を行う。投稿論文のうち、査読を通過した論文の発表講演と

討議、特別講演、パネルディスカッションをこのシンポジウムで行う。 
パネルディスカッションは、「シミュレーション及び実験の大規模化の現状

と今後の展開」と題して議論したいと考える。構造工学シンポジウムでは、

これまで、実験、シミュレーションに関する研究が数多く報告されてきた。

近年のシミュレーションや実験の発展はめざましく、細かい要素からなる数

値モデルを用いて大規模計算を行ったり、実物大の模型を用いて 3 次元振動

実験ができる環境が整備されつつある。モデル化の概念が一昔前と異なって、

双方ともに緻密化・厳密化している傾向にあると言える。そこで、シミュレ

ーションと実験の現状を再認識し、それぞれの特徴と適用範囲を整理するこ

とで、今後の構造工学の高度化に資するべく、パネルディスカッションを開

催する。特別講演および基調講演は、このテーマに準じた内容を予定してい

る。 
 

  

８．次 第： 

 （１）一般講演 

（提案 21）  
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平成２５年４月２０日～２１日 9：00-18：00 

プログラムは投稿論文の査読後に決定する。平成２５年２月上旬を予定。 

 

 （２）パネルディスカッションおよび特別講演 

平成２５年４月２０日 15：00-18：15 

 

司会 舘石和雄（土木学会構造工学論文集編集小委員会委員長） 

○ 開会式 （15:00～15:10） 

挨拶 和田 章（日本学術会議会員、東京工業大学名誉教授）  

○ 特別講演（15:10～16:10） 

 依田照彦（日本学術会議会員、早稲田大学大学院創造理工学研究科教授） 

○ パネルディスカッション（16:15～18:15） 

タイトル 「シミュレーション及び実験の大規模化の現状と今後の展開」 

コーディネータ 未定 

パネリスト基調講演 

  ・市村 強（東京大学地震研究所准教授）  

 ・高橋良和（日本学術会議特任連携会員、京都大学防災研究所准教授） 

他 ２名 

 

 

９．関係部の承認の有無： 第三部承認 

 

 

 




